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福島学院大学短期大学部履修規程 

（目的） 

第１条 この規程は学則第 43 条の規定に基づき、保育学科、食物栄養学科、情報ビ

ジネス学科、専攻科における履修要件等について定めることを目的とする。 

（履修届） 

第２条 学生は学則第 31 条に定めるところに従い、学期ごとに履修する科目を選定

し、教務課の指定する日までに履修届するものとする。 

２ 学則第 31 条のただし書きにより追加履修を受付ける時期と科目は次のとおりと

する。5 月 20 日まで 

・音楽演習のうち指定する外部音楽団体加入、または指定する学内団体活動によ

る履修 

・国際理解演習、体育実技Ⅱ、バリダンスレッスンとバリ島幼稚園交流、特別研

究等の科目で前期に海外演習または実習が含まれる場合。ただし、後期に事前

指導および海外演習または実習が行われる場合は後期履修登録時とする。 

・インターンシップ 

３ 指定の期日までに履修届の提出がない場合には履修しないものとみなして処理

することがある。 

（履修科目の変更） 

第３条 届け出て許可された履修科目の、他の科目への変更は原則として認められな

い。 

（履修科目の放棄） 

第４条 届け出て許可された履修科目を学生が放棄する場合は、放棄届を直接教務課

へ提出しなければならない。 

２ 履修の放棄は、授業を開始した日から２週間以内に届出るものとし、その後は認

めないものとする。 

（出欠確認) 

第４条の２ 出欠の確認は原則として授業の開始時に行うものとし、30 分以上の遅

刻・早退は欠席とみなす。ただし、30 分未満の遅刻・早退は 3 回で 1 回の欠席とす

る。 

２ 学外で行う演習、実習科目の出欠確認は、当該科目担当教員もしくは当該実習機

関の定めるところによるものとする。 

（成績評価） 

第５条 学生の成績の評価は学則第 41 条に定めるところによる。 
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２ 成績評価は試験等の総合評価とし、授業科目によっては、基礎能力の向上をはか

る試験について合格基準を引き上げて設定することがある。 

３ D、F の評価および欠格は成績通知書に記載するが成績証明書には記載しない。た

だし、奨学金関係､事務上必要とされる場合は記載することがある。 

（成績審査の方法） 

第６条 学則第 41 条第１項第 2 号に定める成績審査の方法は中間試験、期末試験、

レポート、調査、作品、実技、出席状況、口頭試問及び小テスト・小論文等（以下

試験等という）担当教員の定めるところによって行う。 

２ 授業科目について、必要な時数として定められた時数の３分の１を超える時数を

欠席した場合、当該科目にかかる成績評価は行わず、「欠格」と表示することとす

る。 

ただし、学外実習科目および実習指導科目についての必要出席時数は第８条第１

項第２号の定めによるものとする。 

３ 試験等において試験規程第３条に定める不正行為があったと認められた学生は

当該試験科目の成績を零点とする。 

ただし、授業時の出席確認の際に不正行為（代返等）もしくはこれに準ずる行為

が認められた場合には当該科目の成績を減点する。 

（懲戒） 

第６条の２ 試験等（出席確認を含む）において二度以上の不正行為があったと、認

められた学生は学則第 53 条の規定に基づき教授会の議を経て学長がこれを懲戒す

る。 

ただし、試験規程第３条第５号に定める「本人に替わって受験を行った者及びそ

れを行わせた者」については一度であっても懲戒の対象とする。 

（試験等の期間） 

第７条 試験等は担当教員の授業期間中に適宜に行うほか、学期途中および学期末に

試験期間もしくは試験日を設けて行う。 

（単位の認定） 

第８条 単位修得の認定は当該授業科目の担当教員が次の条件をそなえた学生に対

して行う。 

１．履修届を提出し、履修確認手続(本人が履修確認を行い、署名した「履修科目

確認表」を教務課に提出)が完了した者 

２．学外実習を伴う実習科目(海外における演習・実習科目を含む)については、事

前・事後指導時数の 5 分の 4 以上出席し、かつ当該現場実習について定められた

全ての日数および時数を出席した者。ただし、現地実習において病気、忌引等や

むを得ない事情により欠席した場合は、実習期間の延長が可能な場合については

当該欠席日数分を延長して補充することができる。また、海外研修における現地

研修については病気等やむを得ない場合を考慮して 5分の 4以上の日数および時

数を出席した者。この場合の出欠確認については第 4 条の 2 第 2 項に定めるとこ
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ろによるものとする。 

３．前号に定める科目以外の授業科目については、必要な時数として定められた時

数の 3 分の 2 以上出席した者。この場合の出欠確認については第 4 条の 2 第 1 項

に定めるところによるものとする。 

４．授業科目における試験等の結果を総合判定して学習成績の評価が 60 点以上の

者 

５．所定の学費を納入した者 

（追試験） 

第９条 学生が次の事由により定期試験に出席できなかった場合は、速やかにその旨

を教務課に連絡し、その事由を証明する書類を添付し、追試験を事前もしくは事後

１週間以内に提出して追試験を受けることができる。 

１．病気（医師の診断書） 

２．事故・災害（事故証明書、災害証明書） 

３．交通機関の事故（事故証明書） 

４．忌引（２親等までに限る。保護者又は家族の証明書） 

５．自宅または居所の緊急事態（保護者又は家族の証明書） 

６．就職試験等（受験先又はキャリア支援室長の証明書） 

７．結婚（本人又は２親等までに限る。保護者又は家族の証明書） 

８．本人の不注意と認められる場合。ただし、年度内３科目に限る。この場合、80

点を満点とし、追試験料１科目１万円を徴収する。 

２ 定期試験開始後 30 分以内に学生が急病のため、受験を継続することが困難な状

況に至った場合は、試験監督員に申出てその許可を得、さらに教務課長（不在時は

課員）にその状況を説明し確認を受け、１週間以内に試験監督員ならびに教務課長

の退出事由に関する証明書および原則として医師の診断書を添付のうえ教務課に

追試験願を提出し、追試験を受験することができる。 

３ 国民体育大会や海外遠征試合等の選手として、関係機関より参加要請があり、教

授会の議を経て学長が参加を許可した場合は、教務課に追試験願を提出し追試験を

受験することができる。 

（再試験） 

第 10 条 卒業（専攻科にあっては修了）学年に在籍し、第 11 条に定める再履修を行

う者について、年度内の再履修が困難であり、卒業（専攻科にあっては修了）、も

しくは免許状、資格取得に必須の科目が２科目以内である場合は、再試験願を教務

課に提出して、試験等の再試験を受けることができる。 

ただし、次の場合は受験することができない。 

１．試験等（当該科目以外を含む）において不正行為があったと認められる者 

２．当該科目の出席が不足し、欠格となった者 

３．当該科目の受講態度が芳しくないと担当教員が判断した者 

４．再試験を受けても当該科目の総合評価で合格することが困難であると担当教員

が判断した者 
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２ 再試験において合格した者の点数は 70 点を上限とする。 

３ 再試験料として１科目につき１万円を徴収する。 

（再履修・再実習） 

第 11 条 成績評価の結果不合格と判定された者、履修を放棄した者、欠格となった

者、もしくはＣ評価を得た者は、再履修願を教務課に提出し、次に掲げる方法の中

から、担当教員と協議して教務課の指定するところの方法および期間（次年度とな

る場合を含む）により、再履修もしくは再実習することができる。 

１．正規時間割による履修 

次年度もしくは次学期に正規時間割の中で履修する。 

２．特設時間割による履修 

再履修科目授業を通常第１～第４時限までの時間割の空き時間に組み込んで

行うか、第５時限に特設して行う。 

もしくは適当な時期に集中講義によって行う。 

３．第二部での履修 

第二部で開講されている科目を履修する。これを第一部での履修と認定する。 

２ 保育学科における教育実習にかかる基本実習および協力幼稚園実習､保育実習に

かかる保育所実習および施設実習、並びに保育実習Ⅱ、保育実習Ⅲの各実習につい

ては各々1 実習とし、次のいずれかに該当する場合、原則として当該年度の再実習

を認めない。 

１．保育学科合同科内会議において､次に掲げる要件を審議の結果､不適格と判断

された者 

イ 教育実習にかかる事前事後指導、保育実習指導、保育実習指導ⅡまたはⅢ

における出席状況 

ロ 学習への意欲 

ハ 学業成績等 

２．実習の評価で２実習以上の不合格がある者、または１実習について 50 点未満

の評価がある者 

３．実習先の評価に関し、学生もしくは家族等が直接実習先に照会を行ったとき 

（履修者の制限） 

第 12 条 選択科目に関し、担当教員は学科長（専攻科にあっては専攻科長）の承認

を得て、受講定員を定め、もしくは履修者を制限することができる。 

２ 履修者の決定は、その趣旨による公正な方法によって担当教員が決定するところ

による。 

（履修科目の制限） 

第 13 条 保育学科における教育実習、保育実習、保育実習Ⅱまたは保育実習Ⅲの履

修については、次の要件のいずれかに該当する者は、学期の始めに履修手続が完了

し、基本実習、施設見学実習、実習オリエンテーション等で既に履修の開始がなさ

れていた場合においても履修を制限し、または単位の認定を行わないことがある。 

１．教育実習 
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イ 実習を行う時点で、教職免許状取得に必須の科目の単位を取得していない

者で、保育学科合同科内会議の審議の結果、不適格と判断された者 

ロ 実習を行う時点におけるＧＰＡが 70 点未満の者 

ハ 実習を行う時点で、幼児音楽（子どもの歌）のほか、ピアノ演習またはギ

ター演習のいずれかの単位を取得していない者 

ニ 基本実習が不合格の者 

ホ 事前事後指導において５分の４以上出席していない者で、保育学科合同科

内会議の審議の結果、不適格と判断された者 

へ 実習を完遂するのに支障があると保育学科合同科内会議で判定された者 

２．保育実習 

イ 実習を行う時点で、保育士養成課程｢必修科目｣の単位を不合格と判定され

ている者で、保育学科合同科内会議の審議の結果、不適格と判断された者 

ロ 実習を行う時点におけるＧＰＡが 70 点未満の者 

ハ 基本実習が不合格の者 

ニ 保育実習指導において５分の４以上出席していない者で、保育学科合同科

内会議の審議の結果、不適格と判断された者 

ホ 実習を完遂するのに支障があると保育学科合同科内会議で判定された者 

３．保育実習Ⅱ、Ⅲ 

イ 保育実習における保育所実習もしくは施設実習が不合格の者 

ロ 実習を行う時点におけるＧＰＡが 70 点未満の者 

ハ 保育実習指導ⅡまたはⅢにおいて５分の４以上出席していない者で、保育

学科合同科内会議の審議の結果、不適格と判断された者 

ニ 実習を完遂するのに支障があると保育学科合同科内会議で判断された者 

（履修制限の解除） 

第 14 条 保育学科において第 13 条第 1 項第 1 号、第 2 号および第 3 号の規定により

履修制限をうけた者が、次に該当する場合は、当該実習科目の履修制限を解除す

ることができる。 

１．第 13 条第 1 項第 1 号の不適格要件がすべて解除されたとき。 

２．第 13 条第 1 項第 2 号の不適格要件がすべて解除されたとき。 

３．第 13 条第 1 項第 3 号の不適格要件がすべて解除されたとき。 

第 15 条 授業において教員の指示に従わず、あるいは受講態度により授業の進行に

支障をきたしたと判断された学生には、別に定める細則によりその後の履修継続を

認めないことがある。 

（進級制限） 

第 16 条 学長は、専攻科、および長期にわたる教育課程の履修者である場合を除き、

次のいずれかに該当する者について、教授会の議を経て第 2 年次への進級を認めな

いことがある。 

１．取得単位数 20 単位未満の者 
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２．第 1 年次のＧＰＡが 65 点未満の者 

（卒業認定等） 

第 17 条 卒業（専攻科にあっては修了）の認定は、次の要件のいずれをも満たす学

生に対して、教授会の議を経て学長がこれを行う。 

１．学科にあっては学則第 51 条に定める次の単位を修得した者。ただし、学則別

表教育課程備考欄に本学独自の能力検定による履修免除条件が記載された科目

については、検定結果に基づき当該単位の履修を免除し、その分の卒業必要単位

を減ずることができる。その場合であっても 62 単位以上は単位を取得しなけれ

ばならない。 

専攻科にあっては学則第 71 条に定める次の単位を修得した者。 

学科別 

科目別 

保 育 学 科 食 物 栄 養 

学 科 

情 報 ビ ジ 

ネ ス 学 科 保育専攻 

第 二 部 教 養 教 育 

科 目 

17 単位 

以 上 

14 単位 

以 上 

18 単位 

以 上 

専 門 教 育 

科 目 

46 単位 

以 上 

50 単位 

以 上 

50 単位 

以 上 

30 単位 

以 上 

２．ＧＰＡ７０点以上を取得した者 

３．所定の学費を納入した者 

４．短期大学を卒業（専攻科にあっては修了）するにふさわしい人格識見と健全な

精神を有していると学科会議（専攻科にあっては専攻科会議）で判定された者 

２ 卒業の認定が得られず留年となった者の学費は学則第 62 条に定めるところによ

るものとする。 

附  則 

この規程は平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

ただし、第 1 条、第 11 条、第 13 条、第 14 条、第 17 条の学科名については平成

29 年度入学生から適用する。 


